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CCBBREREについてについて
About CBREAbout CBRE



CB Richard Ellis | Page 4

ファシリティ
マネジメント
ファシリティ
マネジメント

東京本社／東京都港区浜松町二丁目2番12号
大阪本社／大阪府大阪市中央区安土町二丁目3番13号

1億5,000万円

グループ計841名／2008年1月1日現在）※契約社員を含む CBRE Japan含まず社 員 数

資 本 金

本 社

賃貸仲介賃貸仲介 売買仲介売買仲介 調査
コンサルティング

調査
コンサルティング

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
コーポレイト
サービス

コーポレイト
サービス鑑定評価鑑定評価

サービスライン

日本におけるCBREグループ

（CBRE Japan）

コーポレイト
サービス

コーポレイト
サービス
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CRECREを取り巻く環境を取り巻く環境
CCorporateorporate RRealeal EEstatestate TrendTrend
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経営戦略と不動産戦略の関わり

スピード経営の実現

リスクの削減 説明責任の確保

経営資源の重点配分

営業利益率の向上 キャッシュフロー増大

ROE向上

有利子負債の削減

不動産データ把握

不動産リスク項目の確認 取引の透明性

拠点の統廃合

アウトソーシング

不動産コスト削減

資産の売却／処分

セール＆リースバック

資産の活用・組替

管理・ガバナンス的側面管理・ガバナンス的側面

事業戦略的側面事業戦略的側面 財務的側面財務的側面

事業の選択・集中

経営戦略と連動する企業不動産戦略の必要性

企業企業
Ｍ＆Ａ
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１）１） 不動産関連コスト削減不動産関連コスト削減

２）２） 不動産収益・価値の最大化不動産収益・価値の最大化

Following Wind スピーディーに、戦略的に

Against Wind 計画的に、戦略的に

CRECRE戦略実践の財務的側面戦略実践の財務的側面
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業種別の企業不動産資産規模

出所：国土交通省
「平成１５年度法人土地基本調査・法人建物調査」
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法人不動産所有状況（株式会社上場別）

３６％ ５４％ ４６％

調査対象の全上場企業（2,980法人）の保有する土地建物の総資産額は、
全種別の法人が保有する資産額（約490兆円）のうち、約123兆円（全体の約23％）。
うち、空き地の資産額は、全種別法人で約11兆円となり、さらに上場企業の保有

する空き地比率は約3.8兆円の34％を占める。

出所：国土交通省
「平成１５年度法人土地基本調査・法人建物調査」
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バランスシートに占める不動産比率

総
資
産
額
（百
万
円
）

不動産資産額（百万円）

医薬品業界

電機機器業界

総
資
産
額
（百
万
円
）

不動産資産額（百万円）

※BSに占める土地・建物の比率

・電気機器
・医薬品
・卸売
・システム
の４業種の売上規模上位の会社について
・総資産額（Y軸）
・不動産資産額（土地＋建物：X軸）
・総資産にしめる不動産比率（円の大きさ）
として分布
破線で囲まれた位置が対象の中での平均値

＊各社有価証券報告書よりの抜粋データ
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バランスシートに占める不動産比率

総
資
産
額
（百
万
円
）

卸売業界

不動産資産額（百万円）

総
資
産
額
（百
万
円
）

システム業界

不動産資産額（百万円）

＊各社有価証券報告書よりの抜粋データ
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輸送機器関連ＭＡＰ

418,853

205,570
296,503

644008

4,842,641

1,854,316

1,429,519

275,888

597,293
348,026

370,105

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%

8.00%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土地建物資産・利益率

ＲＯＡ

トヨタ
本田
日産自動車㈱
㈱デンソー
スズキ㈱
マツダ㈱
アイシン精機㈱
三菱自動車工業㈱
㈱豊田自動織機
いすゞ自動車㈱
ＡＶＥ

バブルの大きさは、土
地・建物資産額を指し

ます

＊各社有価証券報告書よりの抜粋データ

不動産資産位置づけ比較
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輸送機器関連ＭＡＰ

418,853

205,570
296,503

644008

4,842,641

1,854,316

1,429,519

275,888

597,293
348,026

370,105

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%

8.00%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土地建物資産・利益率

ＲＯＡ

トヨタ
本田
日産自動車㈱
㈱デンソー
スズキ㈱
マツダ㈱
アイシン精機㈱
三菱自動車工業㈱
㈱豊田自動織機
いすゞ自動車㈱
ＡＶＥ

総資産・土地建物
の両面の資産効
率が悪い可能性大

土地建物の資産効
率はいいものの、
総資産での資産効
率は悪い可能性大

総資産、土地建物
の資産効率ともに
良いエリア

総資産での資産効
率には問題はない
が土地建物の資
産効率が悪い可能
性大

＊各社有価証券報告書よりの抜粋データ

不動産資産位置づけ比較
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電気機器ＭＡＰ

1,288,759

399,932

274,907
943,977

2,326,725

1,867,722

1,061,405
316,746

681,573

748,924

473,079

-4.00%

-2.00%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

0% 20% 40% 60% 80%

土地建物資産・利益率

ＲＯＡ

㈱日立製作所
松下電器産業㈱
ソニー㈱
㈱東芝
富士通㈱
日本電気㈱
三菱電機㈱
シャープ㈱
㈱リコー
三洋電機㈱
ＡＶＥ

＊各社有価証券報告書よりの抜粋データ

不動産資産位置づけ比較
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企業不動産（ＣＲＥ）戦略の必要性 ～なぜＣＲＥ戦略か～

1. 企業にとっての不動産意義

生産・営業活動の為の手段としての不動産から、
企業経営の重要資産としての不動産

所有と賃借

2. 不動産の持つ様々なリスクの認識と適切な管理

3. 会計基準の変更に伴う財務インパクト

4. 企業価値への影響と企業再編（Ｍ＆Ａ）の視点

5. ワークスペースとしての不動産

⇒経営戦略的な取組みと不動産に係るマネジメントの確立⇒経営戦略的な取組みと不動産に係るマネジメントの確立

CRE戦略とは、企業不動産について、「企業価値向上」の観点から、経営戦略的視点に立っ
て見直しを行い、不動産投資の効率性を最大限向上させていこうという考え方である。

※CRE戦略定義

※出所：国土交通省 CRE（企業不動産）戦略 実践のために-ガイドラインと手引き-
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CRECRE推進について推進について
CCorporateorporate RRealeal EEstatestate ManagementManagement
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革新

弛まぬ改善

CRE提供サービスの高品質化

専門人員

不動産ポートフォリオ定義

効果測定

CREの変革 Evolution of CREEvolution of CRE

Reactive
Working for the Business

Strategic
Working with the business

§Limited and/or inaccurate portfolio
information

§Business drives transaction process
§Compressed delivery timelines
§Lack of clarity over roles and

responsibilities

§Limited process and compliance around
delivery

§Variable mandate between Real Estate
team and Business Units

§Limited value -add from real estate
organisation

§Integrated relationship with the Business
§Mature value proposition
§Early intelligence on key initiatives
§RESO on steering groups for key

initiatives
§Proactive approach to highlighting

portfolio wide opportunities to business
units§Brownfield sites
§Monetisation
§Near/Off -shoring

§
Value focused performance

measurement
§Potential fully integrated service delivery
§Processes aligned to business objectives

§Full portfolio visibility through appropriate
analysis resource

§Clearly defined role and value proposition to
Business Units through effective process

§Strong mandate at Corporate Executive Level
§Strong collaborative relationship with the

Business Units at multiple levels
§Value focused delivery model with basic

performance measurement
§Limited integration with overall business

strategy
§Limited focus on integrated business

initiatives
§Opportunistic approach to

service delivery

Proactive
Working alongside the Business

§ Resourcing

§ Process and
Communication

§ Performance
Measurement

§ Identifying Portfolio Value

§ Technology

§ Strategic
Initiatives

§ Integrated Service
Value Add

§ CRM

Reactive 受け身
事業のからの指示業務

Strategic 戦略的
事業と協業

§限定的かつ不正確な不動産ポートフォリオ情報

§事業が不動産取引プロセスを主導

§常に至急、緊急対応

§ルール、責任、権限が不明確

§プロセス管理、コンプライアンス管理が不十分

§事業部からの要請が主導権を持つ

§不動産部門からの価値提供が限定的-

§経営、事業との一体関係
§戦略的価値創出提案
§早期の経営/事業上層部への情報提供
§サービスプロバイダーからの戦略提案受け入れ

§事業効果の価値が高い案件を抽出し、能動的に提案

§土壌汚染対策
§不動産資産の資金化
§海外不動産戦略-

§創出価値にフォーカスした効果測定

§アウトソーシングを活用した複合的サービス提供

§CRE実施プロセスと事業目的の両輪化

§ポートフォリオマネジメントが分析を伴って実施されている

§事業部にとって効果的プロセス管理の価値が認識されている

§企業上層部の強い支援がある

§事業部の複数の階層において協調関係にある

§創出価値にフォーカスした効果測定

§事業戦略、経営戦略とのリンクは限定的

§全方位的業務遂行

Proactive 能動的
事業に沿った業務

§ 専門人的リソース

§ プロセスとコミュニケーション
の改善

§ CRE部門のパフォーマンス
の定量化

§ ポートフォリオマネジメント
の導入

§ テクノロジー IT

§ CRE推進の全社戦略化

§サービス機能統合・高付加
価値提供

§CRM：社内クライアントとの
関係づくりの深化
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異なるルール・フロー
→管理項目、管理コスト、 業務
フロー、管理基準、クオリティ etc

従来の不動産管理への対応体系

異なる所管部署
→総務部、管財部、経理部、
法務部、各事業本部 etc

コア業務不動産

ノンコア業務不動産

所有不動産

賃借不動産

自社利用

他社利用

遊休

工場

駐車場

研修所

事務所・オフィス

物流施設

研究所

寮・社宅

北海道

東京

九州

本業との関わり 所有・非所有 利用状況 用途 所在地・立地

契約時／解約時

その他の要素

経過年数

不動産業務経験

従来の慣習

大阪

その他

不動産のカテゴリーや形態ごとの分業・分担／異なる管理基準・ルール

⇒社内の不動産業務が属人化・属組織化・属地域化していませんか？
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不動産管理 組織体制の比較（日本⇔米国）

経 営経 営
役員会

総務 財務・経理 施設・営繕

財務数値面のみ 建物管理遊休・本社

不動産子会社

所有/賃借/什器備品

人事

社宅

総務・経理

生産/物流拠点
（賃借・所有）

事業部

・・・異なる管轄部署にて、異なるルール・フローで不動産を管理

モデルケース：日本

Management （CEO、CFO、COO、CIO）Management （CEO、CFO、COO、CIO）

モデルケース：米国

ＨＲ

ＩＴ

Finance,Legal,Etc.

Planning Transactions
Facility

Management
Design＆

Construction

RegionＣRegionＢRegionＡ

・・・ＣＲＥ部門にて、統一のルール・フローで不動産を管理

CRE部門

⇒部分最適

⇒全体最適

密な情報共有
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各業務・情報の分布イメージ

不動産
関連会社

建設部

不動産
関連会社

各事業部

経理系
関連会社

建設部

不動産
関連会社

財務部

財務部

事業戦略の推進

不動産戦略の立案・推進

現状の最適化

シナリオ分析
意思決定サポート

プランの実行

資産組替え

新規購入
売 却

新規建設
新規賃借
賃借統廃合
賃借移転
コスト最適化

統合ＤＢ運用
市況・鑑定等の情報収集
ポートフォリオ分析業務
固都税関連
事業所税
支払い調書
各種IRデータ

更 新
新規契約
解 約

備品管理
レイアウト管理

維持状況把握

支 払

修繕予算策定
施工管理・検収

運用基準適用

修繕予算管理
定期管理・検収
近隣対策
規制把握
権利保全
行政手続き対応

データ関連業務

ポートフォリオ把握業務

各種申告・IR対応業務

賃借不動産

FM関連

建物管理

土地管理

所有不動産

現状拠点の維持
事務所・社宅

工場・物流・店舗
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企業不動産でモニタリングが必要な経費・資本的支出

修繕
8%

各種契約
13%

水光熱費
15%

人件費
7%

償 却
17%

保
険4%

税金
10%

賃 料
26%

Annual Operating
Expenses

年間経費

通信・ＩＴ投資
12%

什器・備品
20%

建設投資
49%

引越し等
7%

設計
デザイン

6%

移転投資
6%

Annual Capital Expenses

年間資本的支出

⇒経費・資本的支出に関しての全体俯瞰を行いながら、各項目の比率と各項目内での
支出内容の最適化を行うことが重要

※参考（CBRE・USでのクライアント23社での平均値）



CB Richard Ellis | Page 22

代表的取り組み事例

目的や対象によって異なる取り組み形態が見られます

出所：オフィス・ジャパン Vol2007秋号
FM実践講座：ワークプレイスリサーチセンター小田氏

パナソニック
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•賃料コスト削減

余剰スペースの返還、サブリース

賃貸期間見直しによる賃料値下げ

賃借スペース見直しによる縮小

•資産圧縮・不動産資産流動化

セールスリースバック

余剰所有物件の売却

•プロジェクトマネージメント方式の導入

•エネルギー削減プログラムの導入

•ベンダー契約の値下げ交渉

•不動産運営組織の再構築

•不動産管理ITシステムの変革

•スペーススタンダードの導入

•拠点戦略の見直し

 管理、生産部門のリロケーション

 拠点統合

•ファシリティーマネジメントのアウトソース

•リース契約管理のアウトソース

検討の価値なし

LOW HIGH

LO
W

HI
G

H

リソースの必要性リソースの必要性

有
効

性
有

効
性

StrategicStrategic 戦略的中期策戦略的中期策Quick strikeQuick strike 即効策即効策

企業不動産企業不動産戦略施策の即効性、有効性戦略施策の即効性、有効性
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CRECREのアウトソーシングについてのアウトソーシングについて
CCRE OutRE Out--SourcingSourcing
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アウトソーシングのメリット

 不動産業務はノンコア

 経営資源の効果的な配置

 コストの変動費化

 外部エクスパティーズの活用

 アウトソース先は戦略的パートナー

アウトソース（タスク）アウトソース（タスク）

1.手間暇のかかる業務

2.社内にわざわざ専門家を育成・配置
しておくことが合理的でない専門領
域の業務

3.客観的データ、視点でのアドバイスを
外部から求める業務

4.品質を高めたい業務

外部の
サービス・

プロバイダーへ
業務委託

総合アドバイザリー

データベース構築・運用・更新

契約リスクチェック等

コンストラクションマネジメント

仲介

鑑定・調査

入札
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アウトソーシングの取り組み

Performed Internally Outsourced
0%

1. Strategic Planning

2. Space Administration 82.5% 17.5%

3. Asset Management

4. Energy Services

5. Construction 57.2% 42.8%

6. Property Management 48.3% 51.7%

7. Acquisition/Disposition 27.5% 72.5%

8. Leasing 25.8% 74.2%

9. Facilities Management 18.3% 81.7%

100%50%

SUMMARY OF SERVICES PROVIDED
(averages for six companies)

68.8% 31.2%

85.0% 15.0%

81.7% 18.3%

＝社内組織で業務実施 ＝社外リソースの活用

日米大手ＩＴ系企業6社を対象とした各不動産関連業務の組織形態に関するベンチマーク調査結果

・社内対応 ・アウトソーシング

・戦略検討

・スペース管理

・所有不動産管理

・インフラ管理

・建築、設計

・建物管理

・購入、売却

・賃貸借関連業務

・ＦＭ
（ﾚｲｱｳﾄ・移転・日常運用）
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経営経営//事業事業 施設施設//不動産部門不動産部門

Reactive （受動的）

Enterprise/BusinessEnterprise/Business Facilities/Real EstateFacilities/Real Estate

施設施設//不動産部門不動産部門

Proactive （能動的）

経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business Facilities/Real EstateFacilities/Real Estate

CRECRE部門部門

Strategic （戦略的）

CRM経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business

サービス業者活用の変遷
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サービスプロバイダーサービスプロバイダー

Service Provider

経営経営//事業事業 施設施設//不動産部門不動産部門

Reactive （受動的）

Enterprise/BusinessEnterprise/Business Facilities/Real EstateFacilities/Real Estate

施設施設//不動産部門不動産部門

Proactive （能動的）

経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business Facilities/RealFacilities/Real EstateEstate

Service Providers/業者

Service Providers/業者

CRECRE部門部門

Strategic （戦略的）

CRM経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business

サービス業者活用の変遷
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経営経営//事業事業 施設施設//不動産部門不動産部門

Reactive （受動的）

施設施設//不動産部門不動産部門

Proactive （能動的）

CRECRE部門部門

Strategic （戦略的）

CRM

Enterprise/BusinessEnterprise/Business

経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business

経営経営//事業事業

Enterprise/BusinessEnterprise/Business

サービスプロバイダーサービスプロバイダー

Facilities/Real EstateFacilities/Real Estate

Facilities/Real EstateFacilities/Real Estate

Service Provider

Service Providers/業者

Service Providers/業者

サービス業者活用の変遷
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CRECRE戦略的実践戦略的実践 事例紹介事例紹介
Case StudyCase Study
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不動産市場転換期における不動産市場転換期における、、効果的な効果的な企業不動産企業不動産戦略実践のために戦略実践のために

は、自社は、自社不動産ポートフォリオ不動産ポートフォリオのオンタイムなデータのオンタイムなデータによる正確なによる正確な

把握把握とと、、分類ごとの検証（分析）分類ごとの検証（分析）、、正確な市場把握正確な市場把握が必須であり、が必須であり、

財務上のインパクトを伴う財務上のインパクトを伴う明確なアウトプットの設定明確なアウトプットの設定が重要。が重要。

さらに経営トップを巻き込んださらに経営トップを巻き込んだ強力な強力なCRECRE運営チーム組成運営チーム組成ととCRMCRM((社社

内クライアントとのコミュニケーション）が推進力となる。内クライアントとのコミュニケーション）が推進力となる。

最後は最後はアウトソーシングアウトソーシングのあり方で成否が決まる。のあり方で成否が決まる。

戦略的ポートフォリオマネジメント Strategic Portfolio Management戦略的ポートフォリオマネジメント Strategic Portfolio Management

弊社クライアントに見る弊社クライアントに見る企業不動産企業不動産戦略の戦略のKFSKFS

効果的アウトソーシング Outsourcing効果的アウトソーシング効果的アウトソーシング OutsourcingOutsourcing

社内クライアントとの関係構築 CRM (Client Relationship management)社内クライアントとの関係構築社内クライアントとの関係構築 CRM (Client Relationship management)CRM (Client Relationship management)
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【１】【１】 プロジェクト概要プロジェクト概要

【２】【２】 クライアントにおける課題クライアントにおける課題

CASE STUDY 1-①

【クライアント】

精密機器製造業

【内 容】

不動産戦略サポート全般

【ポートフォリオ】

・国内250拠点

（本社、営業拠点、工場、R&D施設、社宅等）

本社・営業拠点の集約

経済低迷と市場の成熟化による業績低迷
⇒ 既存事業での成長に限界

⇒ 事業・業務構造の転換による再成長への挑戦

柔軟性・効率性のある新オフィスの構築

資産の組替えによるグローバル体制再構築

研究・開発・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞの集約によるシナジー効果
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【３】【３】 取組内容取組内容

CASE STUDY 1-②

本社・営業
拠点統合

Ｒ＆Ｄ機能統合

生産拠点再編

資産処分

市況トピック

A土地（3地区） B工場用地 A土地（2地区）

スタッフ部門等本社機能と
各営業拠点を統合

国内外の生産拠点を再編

Ｒ＆Ｄ機能統合

2003年問題による
マーケット賃料下降

市況を把握しての
売却戦術の実施

2004 2005 2006 2007

新棟建設への売却益貢献

首都圏以外の
営業拠点の統合

新実験棟の建設

C社宅
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CASE STUDY 1-③

Ａ：賃借料
⇒07年度で、
04年度比、43％の削減

Ｂ：資産除却・他費用
⇒本プロジェクトの遂行には、
累計で、4.58億円の費用に
対して、5年累計削減効果は、
5.7倍の26.37億円創出

単位：百万円

本
社
・営
業
拠
点
の
統
合
効
果

１：中期経営計画と施設戦略の明快な結びつけ
⇒施設の組替え・新規施設の提供・コスト/資産圧縮

２：各プロジェクトの意思決定の承認プロセスが明確であった

⇒プラン検証と承認後の推進を強力にサポート

３：トップマネジメントの協力なリーダーシップ
⇒トップマネジメントのリーダーシップと、
それをスピード感をもって実現する、実行部隊

⇒移転対象社員約3,500人の理解・協力

⇒社長直属の組織編成と関連機能責任者の兼任

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
功
の
要
因
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※現状把握⇒仕様検証⇒仕様提案により、品質とコスト削減の両立事例

【【１１】】 Project Outline.Project Outline. プロジェクト概要プロジェクト概要

プロジェクト種別：施設管理コスト適正化

ユーザーデータ：

・大手メカトロ系企業 / 本社ビル（自社ビル）

・規模 地下２階 地上８階建 約１０,０００坪

プロジェクト期間：２００６年３月～２００７年３月

【【２２】】 Problem of Client.Problem of Client. クライアントの課題クライアントの課題

-Aspect from client. （クライアントの視点）

・グループ内で賃貸借しており、賃料低下に伴い管理コストを更に削減したい。これ以上削減できるのか疑問。

・修繕コストは建築ゼネコン主導で委任しており、築１０年を契機に体制を見直したい

・グループ内で管理しているので、グループの利益圧縮などの摩擦は避けたい

-Aspect from CBRE. （CBREの視点）

・委託業務の契約の見直しを定期的に行なっていない

・数量や頻度が適正なのか判断できていない

・管理スキルのノウハウなどが継承されていない

CASE STUDY 1-③CASE STUDY 2-①
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※現状把握⇒仕様検証⇒仕様提案により、品質とコスト削減の両立事例

【【３３】】 Solution.Solution. 改善策改善策

【【４４】】 Result .Result . 結果結果

・グループ外への委託費用の妥当性を判断する為、現状の契約内容の精査を実施

・馴れ合いになっている委託業者との業務内容の責任区分を明確化する

・品質維持のためのチェック項目とコスト交渉の手法を後継者（若手社員）へ指導を兼ねて経験してもらう

スケジュール案（当初）

・契約内容の見直しを行ない、管理体制の変更実施

・原契約の解除後、新仕様による契約書の更新

・各交渉をユーザーと行なうことにより、交渉ノウハウ等を伝授

・年間管理コストの削減実施 削減額トータル 約3300万円

CASE STUDY 2-②
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※所有建物を取り巻く、弊社事例にみる課題点

【建物ハード面】
・旧耐震建物への設備更新
（耐震以外に）

・バブル期の投資物件の設備
更新時期

【社内基準】

・各拠点に修繕投資を任せていた
ため、修繕対応のレベルが
マチマチで、品質に大きな差

【コンプライアンス】
・建物を取り巻く法的基準に関して
過去の修繕・改修データがない

・最終製品の保管場所も、適性な
建物の中で保管されているのか・・・

【取組みの目的】
上記の視点に基づき適性に建物の状態が把握されることも重要ですが

＋
事業サイドの情報をベースに、回収タイミング等からポートフォリオを切り替える
戦略的な判断軸を作る上でも、上記の視点で運用されることが重要

CASE STUDY 2-③
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※国内、多数拠点を抱える企業での実際の修繕データ検証

【事例】
業種：物流系Ａ社
規模：拠点数全国300箇所
連結対象会社：12社

弊社ＤＢ運用業務から、過去の修繕履歴データを検証
修繕済み・未修繕拠点の面積比等を分析

※事例データ：２社のポートフォリオ内容

CASE STUDY 2-④
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※事例データ：２社の修繕状況（縦軸：建物面積・横軸：築年数）

【ＡＴ社】

CASE STUDY 2-⑤
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※事例データ：２社の修繕状況（縦軸：建物面積・横軸：築年数）

【ＫＳ社】

CASE STUDY 2-⑥
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Ｑ＆Ａ

More Question….

toshiro.sato@cbre.co.jp

T. 03-5470-8764


